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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第114期
第３四半期
連結累計期間

第115期
第３四半期
連結累計期間

第114期
第３四半期
連結会計期間

第115期
第３四半期
連結会計期間

第114期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 6,457,4075,118,1451,603,9872,032,5757,163,283

経常利益又は経常損失（△）（千

円）
70,230 143,354△215,311 204,360△518,860

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（千円）
△93,975△244,486△142,660 142,094△443,677

純資産額（千円） － － 3,454,9902,819,9523,098,297

総資産額（千円） － － 6,869,5908,029,3257,123,175

１株当たり純資産額（円） － － 274.09 223.81 245.79

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）

△7.27 △19.40 △11.10 11.28 △34.52

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 50.3 35.1 43.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△252,765 949,850 － － △79,937

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△753,074△149,382 － － △816,333

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
601,163△86,255 － － 1,921,140

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 640,7022,785,5022,071,276

従業員数（人） － － 169 167 168

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動はありません。

 

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 167     

　（注）従業員数には、嘱託社員を含み、パートタイマーは除いて記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 86     

　（注）従業員数には、嘱託社員を含み、パートタイマーは除いて記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1)生産実績

当第３四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

　
　　　　前年同期比（％）

　

アンチモン事業（千円） 1,217,390 110.7

金属粉末事業（千円） 919,864 130.3

合計（千円） 2,137,254 118.4

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2)受注状況

当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

(3)販売実績

当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

　
　　　前年同期比（％）

　

アンチモン事業（千円） 1,113,450 115.5

金属粉末事業（千円） 919,125 143.7

合計（千円） 2,032,575 126.7

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

ポーライト株式会社 154,071 9.6 256,319 12.6

双日株式会社 165,038 10.3 159,468 7.8

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

当第3四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 　　

　

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

（1）業績の状況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、内外の景気刺激策を牽引役として一部の産業において生産、

輸出の持ち直しの動きが見られるものの、全般的には設備投資の抑制傾向が続き、また個人消費についても雇用・

所得環境の厳しい状況から低迷しており、景気の本格的な回復には未だ時間を要するものと思われます。

当社グループを取り巻く事業環境につきましては、自動車並びに家電業界において一連の消費刺激策の効果が見

られ、金属粉末事業、アンチモン事業ともに販売数量は期首予想を上回る結果となりました。

事業セグメント別では、金属粉末事業においては当第３四半期連結会計期間（'09年10～12月)の対前年同四半期

との比較では31％増加、アンチモン事業においても39％の増加であり、一昨年秋の金融危機に端を発した世界同時

不況以前の水準近くにまで回復してまいりました。

その結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は、前年同四半期比428百万円増加（26.7％増加）の2,032百万円、

営業利益は207百万円（前年同四半期は208百万円の営業損失）、経常利益は204百万円（前年同四半期は215百万円

の経常損失）、四半期純利益は142百万円（前年同四半期は142百万円の四半期純損失）となりました。

事業セグメントごとの業況は次のとおりです。

[アンチモン事業]

同事業の原料のアンチモン地金の国際相場は、主要生産国である中国における自国需要の増大の中、大手鉱山に

おける事故発生が供給のタイト感を招き、当連結会計年度の第１四半期平均がトン当たり4,519ドル、第２四半期平

均が5,664ドル、さらに第３四半期には平均6,212ドルと、上昇傾向を続けております。

同事業の月間平均販売数量は、2008年度第４四半期の200トンを底に、当第２四半期累計期間（'09年4～9月）は

457トンと、リーマンショック前の前年同期（'08年4～9月）の595トンに対し77％の回復水準でありましたが、当第

３四半期会計期間（'09年10～12月）では556トンとなり、前年同四半期（'08年10～12月）の401トンに対し139％

となりました。

一方、当第３四半期累計期間（'09年4～12月）では490トンとなり、前第２四半期累計期間（'08年4～9月）に対

し82％まで回復してまいりました。

その結果、当第３四半期連結会計期間（'09年10～12月）の売上高は前年同四半期比149百万円増加（15.5％増

加）の1,113百万円、営業利益は販売復調に伴う生産量増加により加工費が改善され、113百万円（前年同四半期は8

百万円の営業損失）となりました。

[金属粉末事業]

同事業の主原料である銅地金の国内建値は、当連結会計年度の第１四半期平均がトン当たり506.8千円、第２四半

期平均が591.9千円、さらに第３四半期平均が634.3千円と、2008年度第４四半期平均の368.4千円を底に大幅な上昇

傾向が続いております。

　同事業の販売数量は、日本をはじめ世界各国の景気刺激策に支えられ、電子部品材料向け微粉末金属粉の需要が

当会計年度の第１四半期より持ち直し、また、精密モーター軸受用を主用途とする粉末冶金向け金属粉も第２四半

期より持ち直してきております。そのため、当第３四半期会計期間('09年10～12月)では前年同四半期の131％とな

り、世界同時不況以前の水準近くまで回復してまいりました。

　その結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は、前年同四半期比では販売数量の増に加え、製品販売価格の基

準となる銅建値の上昇もあり、281百万円増加（43.7％増加）の925百万円となりました。営業利益は、高付加価値品

の電子部品材料向け微粉末金属粉の販売復調、並びに固定費、電力費を主とする変動費の削減等により、93百万円

（前年同四半期は201百万円の営業損失）と大幅な改善が見られました。

（2）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は（以下「資金」という。）は、第２四半期連結会計期

間末と比べて28百万円減少し、当第３四半期連結会計期間末では2,785百万円となりました。 

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における営業活動の結果、得られた資金は174百万円（前年同四半期比108.0％増）と

なりました。これは主に、売上債権の増加額361百万円及びたな卸資産の増加額189百万円等による減少があったも

のの、税金等調整前四半期純利益203百万円、減価償却費68百万円及び仕入債務の増加額462百万円等による増加が

あったためであります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）　

当第３四半期連結会計期間における投資活動の結果、使用した資金は42百万円（前年同四半期比22.4％減）とな

りました。これは主に有形固定資産の取得による支出39百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュフロー）　

当第３四半期連結会計期間における財務活動の結果、使用した資金は160百万円（前年同四半期比4.9％増）とな

りました。これは主に短期借入金の純減少額100百万円及び長期借入金返済による支出46百万円等によるものであ

ります。
　
（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

①当社の株主の在り方に関する基本方針（会社法施行規則第118条第3号にいう、財務及び事業の方針の決定を支

配する者の在り方に関する基本方針）

当社は、株主は市場での自由な取引を通じて決まるべきものと考えております。従いまして、株式会社の支配

権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えてお

ります。なお、当社は、資本市場のルールに則り、株式を買い付ける行為それ自体を否定するものではありませ

ん。

しかしながら、昨今では、対象となる会社の取締役会の賛同を得ることなく、一方的に大量の株式の買付けを

強行するといった動きが顕在化しつつあります。それらの中には、当社の持続的な企業価値増大のために必要不

可欠な従業員、取引先、債権者等の利害関係者との関係を損ね、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反す

る重大な虞をもたらすものも想定されます。このような大量取得行為や買付提案を行う者は、例外的に、当社の

財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でないと考えております。

②基本方針の実現に資する取組み

当社は1935年設立以来、一貫して「環境と安全の問題を最重要課題と認識し、社会との共存を図り、より豊か

で安全な生活環境を作るために必要な物作りの一翼を担う」ことを基本理念としております。

また、当社は「株主」各位をはじめ、「取引先」、「従業員」、「社会」という全ての利害関係者から支持を得

て、企業の経済的価値の向上とともに、社会的責任や環境保全の責務を果たすことが当社の企業価値を高め、ひ

いては株主共同の利益の確保、向上に繋がるという認識に立ち、経営にあたっております。

上記の企業努力にもかかわらず、当社取締役会の賛同を得ることなく、特定の株主グループの議決権割合が

20％以上となるような当社株式の買付けを行おうとする者に対して、1.買付行為の前に、当社取締役会に対して

当社が求める情報提供をすること、2.その後、当社取締役会（別途設ける独立委員会を含む）が、その買付行為

を評価し、交渉・評価意見・代替案作成の期間を設けることを要請するルールを策定いたしました。更に、この

ルールが遵守されない場合は、株主各位の利益を保護する目的で対抗措置を講じる必要があるとの判断に至り

ました。

そのため当社は、平成19年4月27日開催の取締役会において、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上

させるため、基本方針に照らし不適切な支配防止のための取組みとして、当社株式の大量取得行為に関する対

応策（買収防衛策）の導入を決議し、さらに導入にあたっては株主各位の意思をより反映させるべきという観

点から、平成19年6月28日開催の定時株主総会に導入提案を付議し、承認されました。

③上記②の取組みについての取締役会の判断

当社取締役会は、上記②の取組みが、上記①の基本方針に沿って策定され、当社の企業価値、株主共同の利益を

確保・向上させるための取組みであり、株主各位の共同の利益を損なうものではないと判断します。

また、当該買収防衛策は、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防ぐため、特別委員会を設置し、特

別委員会の勧告を最大限尊重して買収防衛策が発動されることが定められており、取締役の地位の維持を目的

とするものではありません。

（4）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間における当社グループの研究開発費の金額は、13,202千円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。 

EDINET提出書類

日本精鉱株式会社(E00026)

四半期報告書

 7/26



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年2月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,029,500 13,029,500
東京証券取引所

市場第二部
単元株式数1000株

計 13,029,500 13,029,500 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

　平成21年10月１日～

平成21年12月31日　
－ 13,029,500 － 1,018,126 － 564,725

 

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第3四半期会計期間において大株主の異動は把握しておりません。
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（６）【議決権の状況】

  当第3四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることが出来ないことから、直前の基準日（平成21年9月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

 平成21年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　429,000 － 単元株式数1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式　12,459,000 12,459 同上

単元未満株式 普通株式  　141,500 － 一単元（1,000）未満の株式

発行済株式総数 13,029,500 － －

総株主の議決権 － 12,459 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」欄には株式会社証券保管振替機構名義の株式が4,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数4個が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成21年9月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数
の合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本精鉱株式会社
東京都新宿区

下宮比町3－2
429,000 － 429,000 3.29

計 － 429,000 － 429,000 3.29

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
4月

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

最高（円） 137 161 198 226 214 216 216 195 186

最低（円） 120 127 149 145 185 193 165 150 153

　（注）最高・最低株価は東京証券取引所（市場第二部）におけるものです。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。　

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,785,502 2,071,276

受取手形及び売掛金 1,626,912 688,298

有価証券 1,000 1,000

商品及び製品 695,417 933,048

仕掛品 134,948 63,144

原材料及び貯蔵品 500,444 643,349

その他 139,535 200,834

貸倒引当金 △5,207 △2,256

流動資産合計 5,878,554 4,598,695

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※
 669,090

※
 665,429

機械装置及び運搬具（純額） ※
 412,485

※
 453,199

土地 812,378 812,378

その他（純額） ※
 68,846

※
 102,544

有形固定資産合計 1,962,800 2,033,551

無形固定資産 21,859 23,153

投資その他の資産 162,501 467,775

固定資産合計 2,147,162 2,524,480

繰延資産 3,608 －

資産合計 8,029,325 7,123,175

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,302,218 134,274

短期借入金 1,709,200 1,882,300

未払法人税等 22,086 4,986

賞与引当金 32,646 65,969

その他 292,601 139,458

流動負債合計 3,358,751 2,226,987

固定負債

社債 158,000 －

長期借入金 1,112,800 1,181,700

退職給付引当金 336,010 347,713

その他の引当金 19,902 30,017

負ののれん 103,547 127,261

その他 120,361 111,198

固定負債合計 1,850,621 1,797,890

負債合計 5,209,373 4,024,878
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,018,126 1,018,126

資本剰余金 564,725 564,725

利益剰余金 1,347,036 1,616,733

自己株式 △79,186 △78,296

株主資本合計 2,850,701 3,121,288

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △30,749 △22,991

純資産合計 2,819,952 3,098,297

負債純資産合計 8,029,325 7,123,175
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 6,457,407 5,118,145

売上原価 5,802,317 4,478,963

売上総利益 655,089 639,181

販売費及び一般管理費 ※
 577,074

※
 505,484

営業利益 78,015 133,697

営業外収益

受取配当金 2,325 862

負ののれん償却額 24,616 23,713

助成金収入 － 24,723

その他 7,233 5,232

営業外収益合計 34,175 54,531

営業外費用

支払利息 25,305 40,842

為替差損 12,617 1,130

その他 4,037 2,901

営業外費用合計 41,959 44,874

経常利益 70,230 143,354

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,005 －

特別利益合計 1,005 －

特別損失

固定資産除却損 6,520 4,035

たな卸資産評価損 12,790 －

投資有価証券評価損 180,000 －

ゴルフ会員権評価損 10,000 －

その他 1,560 －

特別損失合計 210,870 4,035

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△139,634 139,318

法人税、住民税及び事業税 4,048 16,825

法人税等調整額 △53,590 366,979

法人税等合計 △49,542 383,805

少数株主利益 3,883 －

四半期純損失（△） △93,975 △244,486
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 1,603,987 2,032,575

売上原価 1,621,343 1,653,090

売上総利益又は売上総損失（△） △17,356 379,484

販売費及び一般管理費 ※
 191,423

※
 171,639

営業利益又は営業損失（△） △208,779 207,845

営業外収益

受取配当金 472 354

負ののれん償却額 8,262 7,904

受取補償金 2,810 －

助成金収入 － 2,827

その他 1,137 1,474

営業外収益合計 12,682 12,560

営業外費用

支払利息 8,228 14,941

為替差損 9,269 －

その他 1,715 1,103

営業外費用合計 19,214 16,044

経常利益又は経常損失（△） △215,311 204,360

特別利益

貸倒引当金戻入額 903 －

特別利益合計 903 －

特別損失

固定資産除却損 675 844

ゴルフ会員権評価損 10,000 －

その他 1,560 －

特別損失合計 12,235 844

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△226,643 203,516

法人税、住民税及び事業税 △74,188 14,128

法人税等調整額 △9,793 47,293

法人税等合計 △83,982 61,421

四半期純利益又は四半期純損失（△） △142,660 142,094
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△139,634 139,318

減価償却費 209,988 194,472

負ののれん償却額 △24,616 △23,713

貸倒引当金の増減額（△は減少） △998 2,950

賞与引当金の増減額（△は減少） △51,584 △33,323

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △7,500 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 31,774 △11,703

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △38,105 △10,115

受取利息及び受取配当金 △2,593 △1,084

支払利息 25,305 40,842

為替差損益（△は益） 25 △13

有形固定資産除却損 6,520 4,035

投資有価証券評価損益（△は益） 180,000 －

ゴルフ会員権評価損 10,000 －

売上債権の増減額（△は増加） 438,039 △938,614

たな卸資産の増減額（△は増加） △529,749 308,731

仕入債務の増減額（△は減少） △108,898 1,167,944

その他 10,586 87,304

小計 8,560 927,032

利息及び配当金の受取額 2,601 1,091

利息の支払額 △23,021 △28,395

法人税等の支払額 △240,905 △40,777

法人税等の還付額 － 90,899

営業活動によるキャッシュ・フロー △252,765 949,850

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △1,000 △1,000

有価証券の償還による収入 1,000 1,000

有形固定資産の取得による支出 △164,056 △146,522

有形固定資産の除却による支出 △9,135 △2,733

無形固定資産の取得による支出 △4,182 △126

子会社株式の取得による支出 △575,700 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △753,074 △149,382

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 380,000 △150,000

長期借入れによる収入 560,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △167,250 △192,000

社債の発行による収入 － 195,845

社債の償還による支出 － △14,000

自己株式の取得による支出 △58,085 △890

配当金の支払額 △90,775 △25,210

少数株主への配当金の支払額 △22,725 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 601,163 △86,255

現金及び現金同等物に係る換算差額 △25 13

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △404,701 714,225

現金及び現金同等物の期首残高 1,045,404 2,071,276

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 640,702

※
 2,785,502
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

       該当事項はありません。

 

【表示方法の変更】

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

(四半期連結貸借対照表)

 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令

第50号）が適用となることに伴い、前第３四半期連結会計期間において、「製品」、「半製品」として掲記されていた

ものは、 当第３四半期連結会計期間では「商品及び製品」と一括して掲記しております。　

　なお、当第３四半期連結会計期間の「商品及び製品」に含まれる「製品」、「半製品」は、それぞれ555,426千円、

139,991千円であります。 

　

　

【簡便な会計処理】

　該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　　該当事項はありません。

 

【追加情報】

       該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、5,321,142千円であ

ります。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、5,163,327千円であ

ります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

  次のとおりであります。

販売費 109,165千円

給与及び手当　 235,031 

賞与引当金繰入額　 9,668 

退職給付費用　 12,429 

役員退職慰労引当金繰入額 6,295 

研究開発費　 29,003 

減価償却費　 3,373 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

  次のとおりであります。

販売費 97,907千円

給与及び手当　 208,936 

賞与引当金繰入額　 6,887 

退職給付費用　 3,039 

役員退職慰労引当金繰入額 3,718 

研究開発費　 33,333 

減価償却費　 3,055 

 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

  次のとおりであります。

販売費 31,717千円

給与及び手当　 74,461 

賞与引当金繰入額　 9,668 

退職給付費用　 7,676 

役員退職慰労引当金繰入額 1,290 

研究開発費　 12,144 

減価償却費　 1,206 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

  次のとおりであります。

販売費 35,879千円

給与及び手当　 64,107 

賞与引当金繰入額　 6,887 

退職給付費用　 1,147 

役員退職慰労引当金繰入額 1,140 

研究開発費　 13,202 

減価償却費　 1,154 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年12月31日現在）

現金及び預金勘定    640,702千円

現金及び現金同等物 640,702

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年12月31日現在）

現金及び預金勘定    2,785,502千円

現金及び現金同等物 2,785,502

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　

至　平成21年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　　　13,029,500株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　       429,686株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年6月26日

定時株主総会
普通株式 25,210 　2.00 平成21年3月31日平成21年6月29日利益剰余金

 

（2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

該当事項はありません
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
アンチモン事
業（千円）

金属粉末事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 964,340 639,6461,603,987 － 1,603,987

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 4,645 4,645 △4,645 －

計 964,340 644,2921,608,633△4,645 1,603,987

営業損失(△) △8,436 △201,724△210,160 1,380 △208,779

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
アンチモン事
業（千円）

金属粉末事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 1,113,450919,1252,032,575 － 2,032,575

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 6,510 6,510 △6,510 －

計 1,113,450925,6362,039,086△6,510 2,032,575

営業利益 113,027 93,680 206,708 1,136 207,845

 

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年4月１日　至　平成20年12月31日）

 
アンチモン事
業（千円）

金属粉末事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 3,672,4702,784,9376,457,407 － 6,457,407

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 20,035 20,035 △20,035 －

計 3,672,4702,804,9726,477,443△20,0356,457,407

営業利益又は営業損失(△) 80,125 △5,798 74,326 3,688 78,015

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年4月１日　至　平成21年12月31日）

 
アンチモン事
業（千円）

金属粉末事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 2,774,7942,343,3505,118,145 － 5,118,145

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 17,808 17,808 △17,808 －

計 2,774,7942,361,1585,135,953△17,8085,118,145

営業利益又は営業損失(△) △128,078 258,223 130,144 3,552 133,697

（注）１．主として製品の種類・性質により事業区分を行っております。

２．各事業の主な製品

 (1)アンチモン事業・・・・三酸化アンチモン、三硫化アンチモン

 (2)金属粉末事業・・・・・銅粉、錫粉、黄銅粉、青銅粉、鉛青銅粉
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３．会計処理の方法の変更

　前第３四半期連結累計期間

 （棚卸資産の評価に関する会計基準)　　　

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結

会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用し

ております。

これにより、当第３四半期連結累計期間の「アンチモン事業」の営業利益は10,946千円減少しており、

「金属粉末事業」の営業損失は45,285千円増加しております。

４．追加情報

　前第３四半期連結累計期間

 （有形固定資産の耐用年数の変更)　　　

当第１四半期連結会計期間より、有形固定資産の耐用年数については、法人税法の改正を契機として見直

しを行い、機械装置の耐用年数を８年～１２年から７年に変更しております。　

これにより、当第３四半期連結累計期間の「アンチモン事業」の営業利益は15,348千円減少しており、

「金属粉末事業」の営業損失は4,661千円増加しております。

　

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日～12月31日）及び当第３四半期連結会計期間（平成21年10

月１日～12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日～12月31日）及び当第３四半期

連結累計期間（平成21年４月１日～12月31日）

当社グループは、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店等がないため該当事項はあり

ません。
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　当社グループの海外売上高は、連結売上高に占める割合が10％未満でありますので、記載を省略しております。

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日） 

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 208,325 28,681  237,007

Ⅱ　連結売上高（千円）    2,032,575

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
10.3　　　 1.4　　　 11.7　

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1）アジア……………台湾、韓国、中国、マレーシア他

(2）その他の地域……エジプト他

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。　
　
　

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　当社グループの海外売上高は、連結売上高に占める割合が10％未満でありますので、記載を省略しております。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 644,007 55,598  699,605

Ⅱ　連結売上高（千円）    5,118,145

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
12.6 1.1 13.7

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1）アジア……………台湾、韓国、中国、マレーシア他

(2）その他の地域……エジプト他

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 

　

 

　

（有価証券関係）

　　当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

　　該当事項はありません。

 　

（デリバティブ取引関係）

　　当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

　　該当事項はありません。　

 

（ストック・オプション等関係）

    当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

    該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 223.81円 １株当たり純資産額 245.79円

　（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 2,819,952 3,098,297

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － －

（うち少数株主持分）          

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額

（千円）
2,819,952 3,098,297

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末

（期末）の普通株式の数（株）
12,599,814 12,605,288

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △7.27円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額（△） △19.40円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純損失(△)（千円） △93,975 △244,486

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失(△)（千円） △93,975 △244,486

期中平均株式数（株） 12,931,397 12,601,589

 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △11.10円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 11.28円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失(△)（千円） △142,660 142,094

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

(△)（千円）
△142,660 142,094

期中平均株式数（株） 12,847,660 12,600,200
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日　至 平成21年12月31日）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　　平成21年２月10日

日本精鉱株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 河野　明　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 篠原　真　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本精鉱株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準

拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本精鉱株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

追記情報

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）1.　 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

 2.　 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　　平成22年2月10日

日本精鉱株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 河野　明　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 篠原　真　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本精鉱株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から

平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準

拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本精鉱株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）1.　 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

 2.　 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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